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第1章 人口ビジョンについて 

1-1. 人口ビジョン策定の目的  2014（平成 26）年 11 月に国は「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、同年 12 月に、

人口の現状と将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下「国の長期

ビジョン」という）および、今後 5 か年の国の施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」（以下「国の総合戦略」という）を策定しました。 

これを受け、本市では 2015（平成 27）年に人口減少に対する問題を市民と共有し、本市が

今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すことを目的とし、人口ビジョンを策定しまし

た。今回の人口ビジョンは、現況を確認し、見直しを行い、今後の目指すべき将来の方向と人口

の将来展望を示すものです。 

1-2. 対象期間  国の長期ビジョンは、2060（令和 42）年の人口目標を中長期展望として示しています。こ

れは、仮に今後の出生や人口移動の変化が生じても、その変化が総人口や年齢構成に影響するま

でに長い期間を要すると考えられるためです。そのため、本市においても国の長期ビジョンに合

わせた 2060（令和 42）年までの人口ビジョンを示すものとします。 

1-3. 人口ビジョンの構成  人口ビジョンは、以下のような構成になっています。 

 1 章では、人口ビジョン策定の背景や目的、対象とする期間などについてその概要を整理しま

した。 

2 章では、総人口や年齢構成などの変動と、その要因について人口の現状分析を行います。 

次に、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）による将来人口推計を基に、人口の変

化が将来に与える影響を分析・考察をし、仮定の下で将来人口推計を行います。 

3 章では、2 章をもとに、目指すべき将来の方向を提示し、それに基づいた人口の将来展望を

示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府地方創生推進室「地方人口ビジョンの策定のための手引き」 

2章 3章 
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第2章 人口の現状分析 

2-1. 人口の動向分析  ここでは、過去から現在に至る人口の推移とその背景を把握・分析することにより、将来の人

口とその対策に向けての基礎資料とすることを目的として人口の動向分析を行います。 

 

1) 人口の推移と現状 

(1) 総人口の推移  本市の人口は、2019（平成 31）年時点で 33,433 人となっています。経年での変化を見

ると 1975（昭和 50）年から 1980 年代初頭にかけては、人口は増加傾向にあったものの、

1985（昭和 60）年の 38,394 人をピークに減少傾向に転じ、2005（平成 17）年以降は減

少幅が大きくなっています。 

■総人口の推移 

 

資料：住民基本台帳（※各年の 3 月末の人口を記載） 

 注）外国人人口は含んでいません。 
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(2) 人口の現状 

本市における 2019（令和元）年 10 月末時点の 5 歳階級別人口ピラミッドをみると、全体と

しては 65～74 歳の老年人口が比較的多くなっています。次に 15～64 歳の生産年齢人口をみ

ると、45～49 歳の「団塊ジュニア」と呼ばれる世代が多くなっています。0～14 歳の年少人

口は、老年人口や生産年齢人口に比べ多いとは言えない現状となっており、少子高齢化の傾向が

懸念されます。 

少子高齢化が進行すれば、本市の人口減少にさらに拍車がかかる可能性もあり、課題解決へ向

けた早急な対策を講じる必要が出てきます。 

 

■人口ピラミッド 2019（令和元）年 

 

資料：住民基本台帳（令和元年 10 月） 
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(3) 年齢 3区分別人口の推移 

年齢区分別に 1975（昭和 50）年と 2015（平成 27）年の割合を比較すると、老年人口が

9.7％から 30.4％と 20.7 ポイント増加しているのに対し、生産年齢人口、年少人口はそれぞ

れ 9.0 ポイント、11.7 ポイント減少しており、少子高齢化の傾向が顕著に見て取れる結果とな

っています。 

 

■年齢 3 区分別人口割合の推移 

 

 

資料：国勢調査 

注）数値は百分比（％）で示していますが、少数第 2 位を四捨五入しているため、全項目の回答比率の

合計が 100％とならない場合があります。 
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2) 自然動態の推移 

(1) 出生・死亡（自然動態）の推移  本市における 2015（平成 27）年の出生数は 272 人であり、死亡数は 440 人となってい

ます。出生数・死亡数の推移をみると、出生数は年々減少傾向にある一方で、死亡数は増加傾向

にあり、1995（平成 7）年以降は、死亡数が出生数を上回る自然減の状態が続いています。 

 

 ■出生・死亡の推移 

 

資料：鳥取県人口移動調査 
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(2) 合計特殊出生率の推移  合計特殊出生率の推移をみると、最も良い年では 1.71 となっており、2008（平成 20）年

を除き全国と比べると高くなっています。2007（平成 19）年～2018（平成 30）年の状況

をみると、年によって増減はありますが、概ね増加傾向で推移していると言えます。 

 しかし、現在の人口の維持に必要な「人口置換水準※」は 2.07 となっており、本市はその水

準を下回っているため、安心して結婚・出産・子育てが出来る環境づくりをより一層進めていく

必要があります。 

 

※人口置換水準：人口が増加も減少もしない均衡した状態になる合計特殊出生率のこと。 

国立社会保障・人口問題研究所によって、算定される。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

資料：人口動態調査結果（厚生労働省） 

注）境港市の合計特殊出生率は、厚生労働省から交付された各年の人口動態調査結果をもとに、鳥取県福祉

保健部福祉保健課で算出しています。算出に当たっては、鳥取県企画部統計課発表の各年１０月１日現

在推計人口を用いています。なお、鳥取県の合計特殊出生率は、厚生労働省が発表する各年の「人口動

態調査結果」によります。 
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3) 社会動態 

(1) 転入・転出（社会動態）の推移 

本市の転入・転出の推移をみると、1980（昭和 55）年から 1990（平成２）年まで転出数

が転入数を上回る社会減が続いており、1995（平成 7）年には、一時的に転入数が転出数を上

回る社会増に転じたものの、2005（平成 17）年以降は再び社会減の状態が続き、2015（平

成 27）年には 272 人の社会減となっています。社会減に歯止めをかけるためにも、一層の移

住・定住の促進が求められています。 

 

■転入・転出の推移 

 

資料：国勢調査 
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(2) 近年の人口移動の状況 

①年齢別社会動態（5歳階級） 

本市の 5 歳ごとの転入・転出をみると、0～4 歳を除く、44 歳以下と 50～59 歳、70～74

歳の年齢で転出が転入を上回る社会減となっています。その中でも特に 20～34 歳の転入と転

出が多くなっており、これは大学進学や就職に伴うものであると考えられます。 

 

 

■5 歳階級別の転入・転出数 

 

資料：鳥取県人口移動調査 

（平成 28 年・平成 29 年の平均値） 
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②年齢・男女・地域別社会動態（10歳階級） 

【男性】 

 男性の移動数を地域別にみると、０～39 歳は社会減となっており、特に 20～29 歳は東京

圏や米子市への流出が多く見られ、これは大学進学や就職によるものと考えられます。 

 また、0～9 歳では、大阪圏、米子市からの流入があり、鳥取市へ流出している状況にありま

す。 

 一方で、60 歳以上では東京圏から流入している傾向があり、これは定年後の U ターンなど

が考えられます。 

 

■10 歳階級毎の地域別の移動状況（男性） 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

（平成 29 年・平成 30 年の平均値） 
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【女性】 

 女性の移動数を地域別にみると、10～39 歳において大きく社会減となっています。特に 20

～29 歳は東京圏、大阪圏に加えて県内他自治体への流出が多くなっており、これは男性と同様

の大学進学や就職によるものに加えて結婚などが理由として考えられます。 

 ０～9 歳は社会増となっており、特に大阪圏や東京圏などの都市圏や、米子市からの流入が見

られます。 

 

■10 歳階級毎の地域別の移動状況（女性） 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

（平成 29 年・平成 30 年の平均値） 

  

-125

-100

-75

-50

-25

0

25

50

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

その他県外

大阪圏

東京圏

松江市

その他県内

鳥取市

米子市

（人）

年少人口 生産年齢人口 老年人口



11 

 

(3) 男女別産業人口の状況  男女別の産業人口をみると、男性は「製造業」が最も多く、1,531 人となっています。女性

は「医療・福祉」が最も多く、1,661 人となっています。次いで男性で多いのは「卸売業、小

売業」の 1,409 人となり、女性で多いのは「製造業」で、1,516 人となっています。3 番目

には、男性は「公務」で 1,261 人、女性は「卸売業、小売業」で 1,456 人となっています。

また、「漁業」においての産業人口は、男性が 236 人、女性が 51 人となっています。 

 次に男女別の特化係数※をみると、男女ともに「漁業」が最も高く、男性が 7.5、女性が 4.7

で大きな特徴となっています。また、男性では「公務」が次いで高く 3.2、女性は「製造業」が

次いで高く 1.8 となっています。 

 

※特化係数：産業の業種構成などにおいて、その構成比を全国比と比較したものです。例えば、漁業の特化係数 

が 7.5 であれば、漁業における就業者の割合が全国の割合と比べ 7.5 倍多い事を表します。 

 

■男女別産業人口 

 

資料：国勢調査（平成 27 年） 
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(4) 産業別従事者年齢構成の状況 

 男女別年齢階級別の産業人口をみると、「農業、林業」において 60 歳以上の割合が高く、男

性で約 6 割、女性で約 5 割を占めています。 

一方で、29 歳以下の割合をみると「宿泊業、飲食サービス業」と「漁業」（男）は、他の産

業より高くなっていますが、「漁業」（女）は、29 歳以下が０％となっています。 

また、産業によって割合は異なりますが、全産業で 70 歳以上の従事者がいる状況となってい

ます。 

■産業別従事者年齢構成 

 

資料：国勢調査（平成 27 年）  
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10.6%
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15.1%
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21.8%

26.6%
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22.5%
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20.0%
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16.5%
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2-2. 将来人口の推計と分析  人口の変動は、死亡を別にすると、出生（自然増減）と移動（社会増減）によって規定されます。

例えば、すでに高齢化が進んだところでは、出生率が上昇しても出生数に大きな影響はありませ

んが、若年者が多いところでは、出生数に大きな影響を及ぼすことが想定されます。 

 よって、社人研による人口推計をベース※として、自然増減と社会増減の仮定をし、その影響

を分析します。 

※本人口ビジョンでは、社人研の人口推計方法に準拠して推計を行っていますが、数値の端数処理方法が異なる

ため、社人研推計として記載している数値は、社人研が公表している数値とは若干異なる値となっています。 

 

1) 国立社会保障・人口問題研究所による人口の推計と分析 

(1) 国立社会保障・人口問題研究所の人口推計の概要 

① 推計期間 

 2045（令和27）年までの5年ごと 

② 推計方法 

 5歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート要因法を使用します。 

（コーホート要因法） 

ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの仮定値を当て

はめて将来人口を計算する方法です。 

 5歳以上の人口推計においては生存率と純移動率の仮定値が必要です。 

 0-4歳人口の推計においては生存率と純移動率に加えて、子ども女性比および0-4歳性比の

仮定値によって推計します。 

③ 基準人口 

 2015（平成27）年国勢調査人口 

④ 将来の生存率 

 「日本の将来推計人口（2015（平成27）年1月推計）」における出生中位・死亡中位仮

定の全国の男女・年齢別生存率を利用します。 

⑤ 将来の純移動率 

 原則として、2010（平成22）年～2015（平成27）年に観察された市区町村別・男女年

齢別純移動率を2020（令和2）年～2045（令和27）年にかけて定率で縮小させ、2045

（令和27）年以降の期間については縮小させた値を一定とする仮定を置いています。 

⑥ 将来の子ども女性比 

 各市区町村の子ども女性比には市区町村間で明らかな差が存在するため、2015（平成27）

年の全国の子ども女性比と市区町村の子ども女性比との較差をとり、その値を2020（令和

2）年以降2045（令和27）年まで一定として市区町村ごとに仮定値を設定しています。 

⑦ 将来の０－４歳性比 

 「日本の将来推計人口（2015（平成27）年1月推計）」における出生中位・死亡中位仮

定の全国の2020（令和2）年以降2045（令和27）年までの0-4歳性比を各年次の仮定

値とし、全自治体の0-4歳推計人口に一律に適用しています。  
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(2) 人口推計 

① 総人口・年齢区分別人口の推計 

 2015（平成27）年以降、総人口は減少し、2040（令和22）年には、27,078人（2015

年実績のの約79％に減少）となり、2060（令和42）年には、21,534人（2015年実績

の約63％に減少）になると推計されます。 

 年少（14歳以下）人口及び生産年齢（15～64歳）人口は、減少を続け、2040（令和22）

年にはそれぞれ、3,187人（2015年実績の約74％に減少）、13,764人（2015年実績

の約71％に減少）し、2060（令和42）年にはそれぞれ、2,492人（2015年実績の約

58％に減少）、10,669人（2015年実績の約55％に減少）になると推計されます。 

 老年（65歳以上）人口は、2020（令和2）年に10,796人となり上げ止まりますが、老

年人口の減少以上に年少・生産年齢人口が減少するため、高齢化率は上昇し続け、2040

（令和22）年には37.4％、2060（令和42）年には38.9％になると推計されます。 

 

■年齢 3 区分別人口の推移 

 

注）2015（平成 27）年までは国勢調査による実績値、2020（令和 2）年以降は社人研による推計値から算

出しています。 
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2-3. 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察  社人研の推計における年齢区分別人口では、生産年齢人口の減少率がもっとも高く、2015

（平成 27）年を 100％とすると、2040（令和 22）年には 71％まで減少し、2060（令和

42）年には、55％まで減少します。 

 次に減少率が高いのは年少人口で、2040（令和 22）年には 74％まで減少し、2060（令

和 42）年には、58％まで減少します。 

 老年人口は、2040（令和 22）年には 97％に減少し、2060（令和 42）年には、80％に

減少します。 

 総人口でみると、2040（令和 22）年には 79％まで減少し、2060（令和 42）年には、

63％まで減少します。これらを踏まえて、想定される影響について分析・考察を行います。 

 

■社人研推計による年齢区分別人口の変化 

  

2015 年 2025 年 2040 年 2060 年 

（平成27） （令和 7） （令和22） （令和42） 

国勢調査 社人研推計値 

年少人口（14 歳以下） 4,292 3,791 3,187 2,492 

割合（％） 100 88 74 58 

生産年齢人口（15～64 歳） 19,467 16,994 13,764 10,669 

割合（％） 100 87 71 55 

老年人口（65 歳以上） 10,415 10,695 10,127 8,373 

割合（％） 100 103 97 80 

総人口 34,174 31,478 27,078 21,534 

割合（％） 100 92 79 63 

 

(1) 財政状況への影響 

 人口減少に伴い、各種の税収は減少しますが、既存の公共施設を維持していく限り、それにか

かる維持管理費用は発生します。また、人口が減少すれば、公共施設および公共サービスに対す

る効率が低下することとなり、非効率な公共施設や公共サービスの見直しが求められ、これまで

の利便性を確保することが困難になると予想されます。 

 また、生産年齢人口に対する老年人口比率が大きくなることが予想されますが、その場合、老

年人口を支えるための生産年齢人口の負担がさらに高くなります。 
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(2) 生活への影響 

① 事業所数の減少  2015（平成 27）年の総人口と比べ、2060（令和 42）年には 63％にまで人口が減少

すると推計されています。それに伴い、飲食店やスーパー、ガソリンスタンドなど地域内で

の消費を主体とする事業所の販売収入が減少し、そのことにより事業所数も減少していくと

予測されます。事業所数が減少すると、これらのサービスがこれまでのように身近に受けら

れなくなることが想定されます。 

 

② 学校、クラス数の減少 

 小・中学生の児童・生徒数は、2015（平成 27）年と比べ、2060（令和 42）年には

59％まで減少すると推計されています。市内には、小学校が 7 校※ありますが、各校とも 1

学年につき 1、2 クラスと現状でも少ない状況です。中学校は、現在 3 校あり各校とも 2～

4 クラスの構成となっており、学生の減少に伴い現在の状況を維持するのは困難となること

が予想されます。 

 

※2020 年４月より、6 校（誠道小学校と余子小学校の統合による） 

 ■小・中学生の推計人口 

  

2015 年 2025 年 2040 年 2060 年 

（平成27） （令和 7） （令和22） （令和42） 

社人研推計値 

小学生人口想定 1,764 1,589 1,316 1,036 

割合（％） 100 90 75 59 

中学生人口想定 912 785 648 525 

割合（％） 100 86 71 58 

 

■境港市立小・中学校の児童・生徒数 

 

資料：境港市教育委員会（令和元年１１月末現在） 

小学校

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

渡小学校 2 57 2 43 2 56 2 51 2 43 2 58 3 15 308

外江小学校 2 40 2 38 1 36 2 48 2 38 2 45 2 13 245

境小学校 2 47 2 52 2 48 1 33 2 54 2 41 2 13 275

上道小学校 2 44 2 41 2 40 2 42 2 39 2 37 2 14 243

余子小学校 1 30 2 35 2 40 1 33 2 45 1 27 3 12 210

中浜小学校 2 51 3 61 2 63 2 53 2 61 2 47 2 15 336

誠道小学校 1 8 0.5 6 0.5 5 1 13 0.5 4 0.5 7 1 5 43

合　計 12 277 13.5 276 11.5 288 11 273 12.5 284 11.5 262 15 87 1,660

※誠道小学校は2年生、3年生の複式学級と5年生、6年生の複式学級合わせ全校で4学級（令和元年11月現在）。

中学校

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数

第一中学校 3 82 3 93 2 70 1 9 245

第二中学校 4 105 3 94 4 113 2 13 312

第三中学校 3 79 3 95 3 98 2 11 272

合　計 10 266 9 282 9 281 5 33 829

生徒数
合　計

第６学年 特別支援
学 級 数

学級数
合　計

児童数
合　計

学校名
第１学年 第２学年 第３学年 特別支援

学 級 数
学級数
合　計

学校名
第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 第５学年



17 

 

2-4. 仮定値による将来人口の推計と分析 

(1) 仮定値による人口推計 

以下 3 パターンの仮定値を用いて推計を行います。 

① パターン 1（推計人口） 

社人研の推計値 

② シミュレーション 1（推計人口＋自然動態を上方修正（国の目標値）） 

合計特殊出生率が2030（令和12）年に2.07にまで上昇すると想定（移動率は社人研

の推計値） 

③ シミュレーション 2（推計人口＋移動率改善） 

社会移動が 2030（令和 12）年頃を目安に、社会減から社会増に転じると仮定した想

定（合計特殊出生率は社人研の推計値） 

 

【総人口の比較】 

上記の推計方法をもとに、総人口を推計した結果、社人研の推計を基にしたパターン 1 では、

2015（平成 27）年の人口と比較して、2060（令和 42）年では人口が 63％まで減少しま

すが、自然動態を上方修正したシミュレーション 1 では 71％に減少、社会減がなくなると仮定

したシミュレーション 2 では 69％に減少することが推定されます。 

 

■仮定値による総人口推計の比較（3 パターン） 
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（年）

（人）
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【年少人口の比較】 

年少人口（0～14 歳）を推計した結果、パターン 1 では、2015（平成 27）年の年少人口

と比較して、2060（令和 42）年に 58％にまで減少しますが、シミュレーション 1 では 86％

までの減少で食い止めることができ、年少人口減少に対する効果は大きくなっています。シミュ

レーション 2 では 65％まで減少する推計となっています。 

 

■仮定値による年少人口推計の比較（3 パターン） 

 

 

  

推計比較表

2025年

（令和7）

2040年

（令和22）

2060年

（令和42）

（社人研推計値）パターン１（人） 31,478 27,078 21,534

2015（平成27）年に対する比率（％） 92 79 63

（合計特殊出生率が2.07まで上昇）シミュレーション1 31,800 28,352 24,176

2015（平成27）年に対する比率（％） 93 83 71

（推計人口+移動率改善）シミュレーション2 31,765 27,813 23,463

2015（平成27）年に対する比率（％） 93 81 69

2015（平成27）年：34,174人
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推計比較表
2025年

（令和7）

2040年

（令和22）

2060年

（令和42）
（社人研推計値）パターン１（人） 3,791 3,187 2,492

2015（平成27）年に対する比率（％） 88 74 58

（合計特殊出生率が2.07まで上昇）シミュレーション1 4,112 4,193 3,712

2015（平成27）年に対する比率（％） 96 98 86

（推計人口+移動率改善）シミュレーション2 3,816 3,298 2,777

2015（平成27）年に対する比率（％） 89 77 65

2015（平成27）年：4,292人
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【生産年齢人口の比較】 

生産年齢人口（15～64 歳）を推計した結果、2015（平成 27）年の生産年齢人口と比較して、

パターン１では 2060（令和 42）年に 55％まで減少し、シミュレーション 1 では 62％まで減

少します。シミュレーション 2 でも同様に 62％に減少しシミュレーション１と同程度人口を維持

できる推計となっています。 

 

■仮定値による生産年齢人口推計の比較（3 パターン） 
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推計比較表
2025年

（令和7）

2040年

（令和22）

2060年

（令和42）
（社人研推計値）パターン１（人） 16,994 13,764 10,669

2015（平成27）年に対する比率（％） 87 71 55

（合計特殊出生率が2.07まで上昇）シミュレーション1 16,994 14,032 12,091

2015（平成27）年に対する比率（％） 87 72 62

（推計人口+移動率改善）シミュレーション2 17,241 14,337 12,111

2015（平成27）年に対する比率（％） 89 74 62

2015（平成27）年：19,467人
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【仮定値による人口推計のまとめ】 

本市では、人口推計の比較において、シミュレーション 1 とシミュレーション 2 の効果がそ

れぞれ見られることから、両方の対策を同時に実施することがより効果的だと推測されます。 

年齢区分別にみても、年少人口、生産年齢人口の双方で何も対策を行わない場合よりも、合計

特殊出生率を上昇・維持するシミュレーション 1、社会減から社会増に転換するシミュレーショ

ン 2 の両方で人口の維持に対する割合が大きくなっているため、本市の人口を維持するには出

生率を高める対策を行うことや、人口流出を食い止めることが不可欠であると考えられます。 

 

(2) 複合要素によるシミュレーション 

 先述のように、本市では自然動態の改善（シミュレーション 1）と社会動態の改善（シミュレー

ション 2）を進めることが効果的だとわかりました。よってここでは、シミュレーション 1 とシミ

ュレーション 2 を複合したものを、シミュレーション 3 として将来人口の推計を行います。 

 

① シミュレーション 3（シミュレーション 1 とシミュレーション 2 の複合） 

 シミュレーション1（推計人口＋自然動態を上方修正（国の目標値）） 

 シミュレーション2（推計人口＋移動率改善（社会減から社会増への転換した場合の想

定） 
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【総人口の比較】 

上記の推計方法をもとに、総人口を推計した結果、2015（平成 27）年の人口と比較して、

パターン 1 では 2040（令和 22）年では 79％まで減少し、2060（令和 42）年に 63％に

大きく減少しますが、シミュレーション 3 では 2040（令和 22）年に 85％に減少、2060

（令和 42）年では 78％に留まるものと推定されます。 

 

■総人口の比較（シミュレーション 3） 
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パターン１（社人研推計準拠）

シミュレーション１（合計特殊出生率が2.07まで上昇）

シミュレーション2（移動率改善）

シミュレーション3

（人）

（年）

推計比較表

2025年

（令和7）

2040年

（令和22）

2060年

（令和42）

（社人研推計値）パターン１（人）[再掲] 31,478 27,078 21,534

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 92 79 63

（合計特殊出生率が2.07まで上昇）シミュレーション1[再掲] 31,800 28,352 24,176

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 93 83 71

（推計人口+移動率改善）シミュレーション2[再掲] 31,765 27,813 23,463

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 93 81 69

（シミュレーション１+2）シミュレーション3 32,091 29,127 26,498

2015（平成27）年に対する比率（％） 94 85 78

2015（平成27）年：34,174人
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【年少人口の比較】 

年少人口（0～14 歳）を推計した結果、2015（平成 27）年の年少人口と比較して、パタ

ーン 1 では、2040（令和 22）年に 74％に減少し、2060（令和 42）年に 58％まで大き

く減少しますが、シミュレーション 3 では 2040（令和 22）年にほぼ同数で維持、2060（令

和 42）年には 97％までの減少に留まり、年少人口が安定して維持できると推定されます。 

 

■年少人口の比較（シミュレーション 3） 
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パターン１（社人研推計準拠）

シミュレーション１（合計特殊出生率が2.07まで上昇）

シミュレーション2（移動率改善）

シミュレーション3

（年）

（人）

推計比較表

2025年

（令和7）

2040年

（令和22）

2060年

（令和42）

（社人研推計値）パターン１（人）[再掲] 3,791 3,187 2,492

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 88 74 58

（合計特殊出生率が2.07まで上昇）シミュレーション1[再掲] 4,112 4,193 3,712

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 96 98 86

（推計人口+移動率改善）シミュレーション2[再掲] 3,816 3,298 2,777

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 89 77 65

（シミュレーション１+2）シミュレーション3 4,142 4,339 4,147

2015（平成27）年に対する比率（％） 97 101 97

2015（平成27）年：4,292人
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【生産年齢人口の比較】 

生産年齢人口（15～64 歳）を推計した結果、2015（平成 27）年の生産年齢人口と比較し

て、パターン 1 では、2040（令和 22）年に 71％まで減少し、2060（令和 42）年に 55％

まで減少しますが、シミュレーション 3 では、2040（令和 22）年に、74％に減少、2060

（令和 42）年には 71％に留まり、パターン１よりも減少が少ない推計となっています。 

 

■生産年齢人口の比較（シミュレーション 3） 
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パターン１（社人研推計準拠）

シミュレーション１（合計特殊出生率が2.07まで上昇）

シミュレーション2（移動率改善）

シミュレーション3

（人）

（年）

推計比較表

2025年

（令和7）

2040年

（令和22）

2060年

（令和42）

（社人研推計値）パターン１（人）[再掲] 16,994 13,764 10,669

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 87 71 55

（合計特殊出生率が2.07まで上昇）シミュレーション1[再掲] 16,994 14,032 12,091

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 87 72 62

（推計人口+移動率改善）シミュレーション2[再掲] 17,241 14,337 12,111

2015（平成27）年に対する比率（％）[再掲] 89 74 62

（シミュレーション１+2）シミュレーション3 17,241 14,611 13,776

2015（平成27）年に対する比率（％） 89 75 71

2015（平成27）年：19,467人
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第3章 人口の将来展望 

3-1. 目指すべき将来の方向 

1) 現状と課題の整理  本市の人口は、2005（平成 17）年頃から大きく減少しつづけ、2019（令和元）年 10 月

現在、34,000 人弱となっています。 

 人口減少の段階は、大きく 3 段階に分かれます。「第 1 段階」は、若年人口は減少するが、老

年人口は増加する時期、「第 2 段階」は、若年人口の減少が加速化するとともに、老年人口が維

持から微減へと転じる時期、「第 3 段階」は、若年人口の減少が一層加速し、老年人口も減少し

ていく時期と区分されます。 

 社人研の推計によると、2020（令和 2）年頃から老年人口が減少し始めるため、現在の本市

は「第 1 段階」にあり、将来的には第 2・第 3 段階へと移行していくと考えられます。 

 

2) 目指すべき将来の方向  本市における現状の整理と将来推計より、人口減少に歯止めをかけるためには、以下の視点が

必要となります。 

 

■結婚から妊娠・出産・子育てまで切れ目のない支援を実施し、合計特殊出生率を向上させる。 

 子どもは将来の境港市を支える重要な存在です。本市の高齢化や人口減少のことも考えると、

子どもを増やすため結婚から妊娠・出産・子育てまで切れ目のない支援を充実させ、安心して結

婚、子育てができる環境を整備することが必要となります。 

 

■人口流出を減少させ、IJU ターン者を増加させる 

 人口減少に歯止めをかけるためには、社会動態を改善することも必要です。本市には大学がな

いため、大学の進学に伴い近隣の市町村、東京、大阪などへの流出が多くなっているのが現状で

す。都市部へと出ていく年少人口を抑制し、生産年齢人口の転入を増やすためには、就業の促進

を行うことが重要であり、そのためには本市の水産・観光資源などを活かした産業の振興や、そ

れに伴う雇用の創出を進め、本市に住みたいと思ってもらう魅力づくりが必要となります。 
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3-2. 人口の将来展望 

 本市では、シミュレーション 3 の将来推計結果を将来人口の目標とします。 

具体的には、2030（令和 12）年までに、合計特殊出生率を 2.07 にまで引き上げ、社会動態

を 2030（令和 12）年頃までにゼロに改善し、その後社会増に転換するようにします。 

 これによって、人口減少を逓減させ、財政負担の増加や、事業所数の減少を緩和することに繋

がります。 

 

■各数値における現状と推計値の比較 

項目 

実績 社人研推計 シミュレーション 3 

2015（平成 27）年 

実績値 

2040（令和 22）年 

推計値 

2040（令和 22）年 

推計値 

人口 34,174 27,078 29,127 

合計特殊出生率 1.71 1.60 2.07 

高齢化率 30.5％ 37.4％ 34.9％ 

自然増減 ▲168 ▲292 ▲215 

（出生数） 272 199 277 

（死亡数） 440 491 492 

社会増減 ▲272 0 16 
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■人口の将来展望（シミュレーション 3） 

 

 

人口の将来展望 

・2025 年の総人口：約 32,000 人 

（2040 年には約 29,000 人、2060 年には約 26,500 人） 

・2025 年の年少人口：約 4,100 人（以降も安定的に維持） 

・2025 年の生産年齢人口：約17,200 人 

（2040 年には約14,600 人、2060 年には約13,800 人） 
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■人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

690

755

741

812

675

850

923

1037

1183

988

1068

1048

1216

1365

1022

811

633

336

141

662

679

765

738

656

743

891

1027

1211

1069

1009

1090

1233

1495

1258

1107

1004

733

510

0 400 800 1,200 1,600 2,000

04008001,2001,6002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

2015（平成27）年実績値

（人）

（人）（人）

586

674

697

638

521

742

726

802

892

1,003

1,159

959

998

958

1,041

1,089

683

392

288

557

622

654

586

565

722

772

771

882

1,031

1,178

1,046

998

1,068

1,181

1,372

1,058

801

762

0 400 800 1,200 1,600 2,000

04008001,2001,6002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

2025年社人研推計【対策なし】

（人）

（人）（人）

722

711

689

754

739

807

670

844

915

1,024

1,157

953

1,011

949

1,028

1,077

699

420

259

686

676

661

678

763

736

654

741

888

1,020

1,196

1,049

984

1,052

1,163

1,357

1,069

822

698

0 400 800 1,200 1,600 2,000

04008001,2001,6002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

2025年独自推計【対策実施】

（人）

（人）（人）

509

560

577

519

471

560

578

567

715

706

792

866

960

1,055

815

781

615

486

462

484

519

537

490

459

572

621

702

769

773

764

877

1,003

1,174

997

924

891

857

1,070

0 400 800 1,200 1,600 2,000

04008001,2001,6002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

2040年社人研推計【対策なし】

（人）

（人）（人）

392

433

463

430

376

452

462

477

527

545

579

562

690

659

671

675

612

478

388

373

401

430

405

367

455

508

530

591

628

619

707

758

759

743

810

849

847

882

0 400 800 1,200 1,600 2,000

04008001,2001,6002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

2060年社人研推計【対策なし】

（人）

（人）（人）

710

760

772

632

531

614

636

624

788

744

810

878

969

1,065

820

783

617

487

462

675

704

718

596

504

600

660

744

815

801

774

884

1,009

1,183

1,004

930

895

860

1,070

0 400 800 1,200 1,600 2,000

04008001,2001,6002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

2040年独自推計【対策実施】

（人）

（人）（人）

701

721

722

633

582

741

751

708

657

605

648

628

770

709

692

690

623

483

390

667

667

671

613

554

710

804

742

713

682

662

761

812

799

765

823

861

854

887

0 400 800 1,200 1,600 2,000

04008001,2001,6002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

2060年独自推計【対策実施】

（人）

（人）（人）


